
（認可申請書）

２ 取締役の兼職

別紙様式２

年 月 日

金融監督庁長官〇〇〇〇殿

所在地

商 号

取締役

兼 職 認 可 申 請 書

〇〇〇〇の常務に従事いたしたく、銀行法第７条の規定に基づき、別紙のとおり認可

を申請いたします。

〇

（注）１ 記載要領

(1) 「所在地、商号」は銀行の所在地、商号を記載すること

(2) 本文の〇〇〇〇には当該他の会社の商号を記載すること

２ 添付書類

(1) 別紙様式２の２

(2) 銀行法施行規則第７条第１項第２号及び第５号に掲げる書類

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

別紙様式２の２

申 請 者 の 氏 名

銀 行 で の 職 名

当該他の会社の商号及び所在地

当 該 他 の 会 社 で の 職 名

兼 職 開 始 予 定 日 年 月 日（ ）

理 由

銀行及び当該他の会社における
常務の処理方法

銀行と当該他の会社との取引
その他の関係

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

別紙様式２の３

文 書 番 号



年 月 日

金融監督庁長官〇〇〇〇殿

所在地

商 号

代表者

当行の常務に従事する取締役の兼職認可申請書の提出について

〇〇取締役の〇〇〇〇への兼職認可申請書を提出いたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

３ 営業所の設置

別紙様式３

文 書 番 号

年 月 日

金融監督庁長官〇〇〇〇殿

所在地

商 号

代表者

〇 〇 支 店 設 置 認 可 申 請 書

〇〇支店を設置いたしたく、銀行法第８条の規定に基づき、別紙のとおり認可を申請

いたします。

〇

（注）１ 記載要領

出張所の設置の場合は本様式を準用すること

２ 添付書類

(1) 別紙様式３の２

(2) 設置営業所の場所を示した地図及び設置営業所の略図（客溜、営業室その

他の面積を記入。なお、予備審査を得ているものにあっては、予備審査後に

変更がある場合に限る。）

(3) 銀行法施行規則第９条第１項第２号に掲げる書類

(4) 登録免許税納付書

(5) その他審査のため参考となるべき事項を記載した書類

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～



別紙様式３の２

営 業 所 の 名 称

設 置 予 定 地

実 行 予 定 日 年 月 日（ ）

理 由

営 業 日

営 業 時 間

取 扱 業 務

営 業 所 の 概 要 土 地 ㎡（ 坪）所有・買取・賃借
建 物 構 造

新築・買取・賃借
延面積 ㎡（ 坪）１人当たり 坪
営業室 ㎡（ 坪）１人当たり 坪

相手方 土 地
建 物

開 設 費 用 土 地 取得費 千円（坪当たり 千円）
保証金 〃（ 〃）
権利金 〃（ 〃）
賃借料（月） 〃（ 〃）

建 物 建築費 〃（ 〃）
保証金 〃（ 〃）
敷 金 〃（ 〃）
賃借料（月） 〃（ 〃）

業 績 予 想 第１期 第２期
百万円 百万円

預 金
貸 出
損 益
人 員 人 人

（注）１ 出張所設置の場合には、「設置予定地」欄の次に「母店」欄を設け、母店の

名称、所在地及び出張所との距離を記載すること

２ 「営業時間」欄は、窓口での営業時間とＣＤ等のみの営業時間が異なる場合

には、それぞれ区分して記載すること

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

４ 営業所の位置変更

別紙様式４

文 書 番 号

年 月 日

金融監督庁長官〇〇〇〇殿

所在地

商 号

代表者



〇 〇 支 店 位 置 変 更 認 可 申 請 書

〇〇支店の位置の変更をいたしたく、銀行法第８条の規定に基づき、別紙のとおり認

可を申請いたします。

〇

（注）１ 記載要領

出張所の位置変更の場合は本様式を準用すること

２ 添付書類

(1) 別紙様式４の２

(2) 位置変更前及び位置変更後の営業所の場所を示した地図及び設置営業所の

略図（客溜、営業室その他の面積を記入。なお、予備審査を得ているものに

あっては、予備審査後に変更がある場合に限る。）

(3) 銀行法施行規則第９条第１項第２号に掲げる書類

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

別紙様式４の２

営 業 所 の 名 称

営業所の新所在地

営業所の現所在地

実 行 予 定 日 年 月 日（ ）

理 由

営 業 日

営 業 時 間

取 扱 業 務

新営業所の概要 土 地 ㎡（ 坪）所有・買取・賃借
建 物 構 造

新築・買取・賃借
延面積 ㎡（ 坪）１人当たり 坪
営業室 ㎡（ 坪）１人当たり 坪

相手方 土 地
建 物

開 設 費 用 土 地 取得費 千円（坪当たり 千円）
保証金 〃（ 〃）
権利金 〃（ 〃）
賃借料（月） 〃（ 〃）

建 物 建築費 〃（ 〃）
保証金 〃（ 〃）
敷 金 〃（ 〃）
賃借料（月） 〃（ 〃）

業績実績・予想 実績 (前々期）（前 期）見込 (１期目）（２期目）
百万円 百万円 百万円 百万円

預 金



貸 出
損 益
人 員 人 人 人 人

（注）１ 出張所の位置変更の場合には、「営業所の現所在地」欄の次に「母店」欄を

設け、母店の名称、所在地及び出張所との距離を記載すること

２ 「営業時間」欄は、別紙様式３の２の（注）２により記載すること

３ 位置変更前に比し、営業日、営業時間、取扱業務に変更がある場合には、当

該欄に変更前の内容も記載すること

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

５ 営業所の種類変更

別紙様式５

文 書 番 号

年 月 日

金融監督庁長官〇〇〇〇殿

所在地

商 号

代表者

〇 〇 支 店 種 類 変 更 認 可 申 請 書

〇〇支店の種類の変更をいたしたく、銀行法第８条の規定に基づき、別紙のとおり認

可を申請いたします。

〇

（注）１ 記載要領

出張所の種類変更の場合は、本様式を準用すること

２ 添付書類

(1) 別紙様式５の２

(2) 当該営業所の場所を示した地図（予備審査を得ているものにあっては、予

備審査後に変更がある場合に限る）

(3) 登録免許税納付書（出張所を支店に変更する場合）

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

別紙様式５の２

営業所の新名称

営業所の現名称

営業所の所在地



実 行 予 定 日 年 月 日（ ）

理 由

営 業 日

営 業 時 間

取 扱 業 務

業績実績・予想 実績 (前々期）（前 期）見込 (１期目）（２期目）
百万円 百万円 百万円 百万円

預 金
貸 出
損 益
人 員 人 人 人 人

（注）１ 出張所の種類変更の場合には、「営業所の所在地」欄の次に「母店」欄を設

け、母店の名称、所在地及び母店と出張所との距離を記載すること

２ 「営業時間」欄は、別紙様式３の２の（注）２により記載すること

３ 種類変更前に比し、営業日、営業時間、取扱業務に変更がある場合には、当

該欄に変更前の内容も記載すること

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

６ 営業所の廃止

別紙様式６

文 書 番 号

年 月 日

金融監督庁長官〇〇〇〇殿

所在地

商 号

代表者

〇 〇 支 店 廃 止 認 可 申 請 書

〇〇支店を廃止いたしたく、銀行法第８条の規定に基づき、別紙のとおり認可を申請

いたします。

〇

（注）添付書類

１ 別紙様式６の２

２ 廃止営業所付近の金融機関営業所分布状況の略図（海外における廃止の場合

を除く。なお、予備審査を得ているものにあっては、予備審査後に変更ある場

合に限る。）

３ 銀行法施行規則第９条第１項第２号に掲げる書類



～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

別紙様式６の２

営 業 所 の 名 称

営業所の所在地

業 務 継 承 店

実 行 予 定 日 年 月 日（ ）

理 由

廃 止 後 の 措 置 業 務
行 員
不動産

業 績 実 績 実績（前々期） （前 期）
百万円 百万円

預 金
貸 出
損 益
人 員 人 人

廃 止 の 日 程

（注）１ 「業務継承店」欄には、営業所の名称、所在地及び廃止営業所との距離を記

載すること

２ 廃止跡に代理店等を設置する場合は、「廃止後の措置」欄にその旨記載する

こと

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

７ 代理店の設置

別紙様式７

文 書 番 号

年 月 日

金融監督庁長官〇〇〇〇殿

所在地

商 号

代表者

〇 〇 代 理 店 設 置 認 可 申 請 書

〇〇代理店を設置いたしたく、銀行法第８条の規定に基づき、別紙のとおり認可を申

請いたします。

〇

（注）添付書類



１ 別紙様式７の２

２ 設置代理店の場所を示した地図及び設置代理店の略図（客溜、営業室その他

の面積を記入。なお、予備審査を得ているものにあっては、予備審査後に変更

がある場合に限る。）

３ 銀行法施行規則第９条の３第１項第２号及び第３号に掲げる書類

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

別紙様式７の２

代 理 店 の 名 称

代 理 店 の 所 在 地

管 理 す る 営 業 所

実 行 予 定 日 年 月 日（ ）

理 由

営 業 日

営 業 時 間

取 扱 業 務

代理店主の経歴、
資力、信用の程度等

代 理 店 の 概 要 土 地 ㎡（ 坪）所有・買取・賃借
建 物 構 造

新築・買取・賃借
延面積 ㎡（ 坪）１人当たり 坪
営業室 ㎡（ 坪）１人当たり 坪

相手方 土 地
建 物

開 設 費 用 土 地 取得費 千円（坪当たり 千円）
保証金 〃（ 〃）
権利金 〃（ 〃）
賃借料（月） 〃（ 〃）

建 物 建築費 〃（ 〃）
保証金 〃（ 〃）
敷 金 〃（ 〃）
賃借料（月） 〃（ 〃）

業 績 予 想 第１期 第２期
百万円 百万円

預 金
貸 出
損 益

人 員 人 人

（注）１ 営業所廃止跡への設置の場合は、「理由」欄に営業所の廃止跡に設置する旨

記載すること

２ 「管理する営業所」欄には、営業所の名称、所在地及び営業所と代理店の距

離を記載すること



～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

８ 代理店の廃止

別紙様式８

文 書 番 号

年 月 日

金融監督庁長官〇〇〇〇殿

所在地

商 号

代表者

〇 〇 代 理 店 廃 止 認 可 申 請 書

〇〇代理店を廃止いたしたく、銀行法第８条の規定に基づき、別紙のとおり認可を申

請いたします。

〇

（注）添付書類

１ 別紙様式８の２

２ 廃止代理店付近の金融機関営業所分布状況の略図（海外における廃止の場合

を除く。なお、予備審査を得ているものにあっては、予備審査後に変更がある

場合に限る。）

３ 銀行法施行規則第９条の３第１項第２号に掲げる書類

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

別紙様式８の２

代 理 店 の 名 称

代理店の所在地

管理する営業所

実 行 予 定 日 年 月 日（ ）

理 由

債権債務の処理の
方法

業 績 実 績 実績（前々期） （前 期）
百万円 百万円

預 金
貸 出
人 員 人 人

廃 止 の 日 程



（注）「管理する営業所」欄は、別紙様式７の２の（注）２により記載すること

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

９ 子会社対象銀行等を子会社とすること

別紙様式９

文 書 番 号

年 月 日

金融監督庁長官〇〇〇〇殿

所在地

商 号

代表者

子会社対象銀行等（〇〇〇を営む会社）を子会社

とすることに係る認可申請書

〇〇を子会社とすることについて、銀行法第16条の２第４項の規定に基づき、別紙の

とおり認可を申請いたします。

〇

（注）添付書類

１ 別紙様式９の２及び９の３

２ 当該営業所の店舗図面、周辺図

３ 銀行法施行規則第17条の５第１項に掲げる書類

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

別紙様式９の２

（単位：百万円）
当該銀行の実績予想

前々期 前 期 当 期 翌 期 翌々期
区 分

実 績 実 績 見込み 予 想 予 想

主 要 勘 定

預 金
・・・
貸出金
・・・

資 本 勘 定

資本金
・・・

損 益 状 況

営業利益
経常利益
当期利益
・・・



諸 指 標 (％ )

自己資本比率
配 当 率
・・・

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

別紙様式９の３

子 会 社 の 名 称

主たる営業所の住所

従たる営業所の住所

業 務 の 内 容

資 本 金：
資 本 の 額

資本準備金：

取締役及び監査役
の役職名及び氏名
（履歴書添付）

役員又は従業員の数 常勤役員 名 非常勤役員 名 従業員 名

取 得 株 式 万株 億円（資本の額に対する割合 ％）

株 式 取 得 の 理 由

主要株主等の構成 （資本の額に対する割合 ％）

子 会 社 の 組 織 図

実 行 予 定 日 年 月 日（ ）

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

10 営業譲渡（店舗譲渡の場合）

別紙様式10

文 書 番 号

年 月 日

金融監督庁長官〇〇〇〇殿

所在地

商 号

代表者

〇 〇 支 店 営 業 譲 渡 認 可 申 請 書

〇〇支店の営業を譲渡いたしたく、銀行法第30条第２項の規定に基づき、別紙のとお



り認可を申請いたします。

〇

（注）添付書類

１ 別紙様式10の２

２ 譲渡営業所付近の金融機関営業所分布状況の略図（海外における営業譲渡の

場合を除く。なお、予備審査を得ているものにあっては、予備審査後に変更が

ある場合に限る。）

３ 銀行法施行規則第23条第２号から第４号に掲げる書類

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

別紙様式10の２

営 業 所 の 名 称

営 業 所 の 所 在 地

実 行 予 定 日 年 月 日（ ）

理 由

営 業 譲 渡 の 相 手 方

債権者に対する公告
及 び 催 告 の 状 況

営業譲渡に伴う費用等

営 業 譲 渡 の 日 程

（注）１ 出張所の営業譲渡の場合には、「営業所の所在地」欄の次に「母店」欄を設

け、母店の名称、所在地及び出張所との距離を記載すること

２ 「営業譲渡に伴う費用等」欄には、収入についても記載すること

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

11 営業譲受け（店舗譲受けの場合）

別紙様式11

文 書 番 号

年 月 日

金融監督庁長官〇〇〇〇殿

所在地

商 号

代表者

〇 〇 銀 行 〇 〇 支 店 営 業 譲 受 け 認 可 申 請 書



〇〇銀行〇〇支店の営業の譲受けをいたしたく、銀行法第30条第２項の規定に基づき、

別紙のとおり認可を申請いたします。

〇

（注）１ 記載要領

事業の譲受けの場合は、本様式を準用すること

２ 添付書類

(1) 別紙様式11の２

(2) 譲受け営業所付近の金融機関営業所分布状況の略図（海外営業所における

営業譲受けの場合を除く。なお、予備審査を得ているものにあっては、予備

審査後に変更がある場合に限る。）

(3) 銀行法施行規則第23条第２号から第４号及び第６号に掲げる書類

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

別紙様式11の２

営 業 所 の 名 称

営 業 所 の 所 在 地

実 行 予 定 日 年 月 日（ ）

理 由

営 業 譲 受 け の 相 手 方

債権者に対する公告及び
催告の状況

営業譲受けに伴う費用等

営 業 譲 受 け の 日 程

（注）出張所の営業譲渡の場合には、「営業所の所在地」欄の次に「母店」欄を設け、

母店の名称、所在地及び出張所との距離を記載すること
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